
皆さまには、平素より格別のお引き立てを賜わり、誠にありがとうございます。 

 

（2024 年３月期の中間期の連結業績） 

経常利益は 127 億円、親会社株主に帰属する中間純利益は 84 億円計上 

することができました。 

この間の株主の皆さまならびにお取引先の皆さまのご支援に厚くお礼申し上げます。 

 

（今後の業務運営） 

人口減少などの構造要因や低金利環境の長期化等により、当金庫を含む国内

金融機関の収益には下押し圧力がかかっており、その中でも安定的な収益を確保し

ていくためには、お取引先との対話を通じた課題・ニーズの共有および踏み込んだ支

援に伴う、付加価値の高いソリューションの提供を一層加速させていく必要があります。 

こうした課題に対処しつつ、当金庫が実現していきたい、これからの社会の姿の実

現に向け、2022 年３月に制定した「企業の未来を支えていく。日本を変化につよく

する。」というパーパスを基軸に、 2022 年度から 2024 年度 までの３年間を計

画期間とする中期経営計画を策定いたしました。 

中期経営計画では、中長期的に中小企業が直面する多種多様な経営課題を

踏まえ、「商工中金経営改革プログラム」で培ったビジネスモデルを強化し、より踏み

込んだ企業支援に取り組むことで、変化につよい企業経営をともに実現していくと同

時に、商工中金自身の持続可能なビジネスモデルの実現を目指してまいります。 

 

第 211 回通常国会において、「中小企業信用保険法及び株式会社商工組合

中央金庫法の一部を改正する法律」が成立しました。同法では、政府保有株式の

全部処分を実施し 、商工中金のサービスの「範囲」の一部を銀行と同様となるよう

見直す一方で、株主資格制限や特別準備金の維持、危機対応業務の責務化等、 

必要な各種措置は維持するものとされております。商工中金の使命は今後も変わ

りません、中小企業と中小企業組合の企業価値向上に向けた取組みを強化すると

ともに、その取組みを通じた地域活性化への貢献に取り組んでまいります。 

 

皆さまのこれまでの格別のお引き立てに感謝申し上げるとともに、引き続き力強い 

ご支援を賜りますようお願い申し上げます。 


